1 趣旨 





地域 基幹 産業 人 材 確保 支援 事業 費 補助 金 事務 取扱 要領 

















この 要領 は 、 地域 基幹 産業 人 材 確保 支援 事業 費 補助 金 交 付 要 綱 (平成 27 年 3 月 13 日 制定 。 以下 「 要 
綱 」 と いう 。) に 基づき 交付 する 補助 金 に つい て 、 補助 金 の 交付 等 に 関す る 細則 を 定め 、 補助 金 事務 の 
適正 か つ 効 率 的 な 執行 を 図る も の と する 。 











2 定義 









































この 要領 に お いて 、 次 の 各 号 に 掲げ る 用 語 の 意義 は 、 当 該 各 号 の 定め る と ころ に よる 。 








(1) 水産 加工 事業 者 














組合 又は 水産 物 を 原料 と する 食料 品 製造 業 を 営む 個人 若しくは 法人 の み で 構成 され る 事業 協同 組合 


を いう 。 








(2) 沿岸 市 町 村 宮古 市 、 大 船渡 市 、 久 慈 市 、 陸 前 高 
































水産 物 を 原料 と する 食料 品 製造 業 を 営む 個人 若しくは 法人 、 水 産 加工 業 協 











本 







































































市 、 釜 石 市 、 大 棚町 、 山 田町 、 岩 泉町 、| 









































野 畑村 、 普 代 村 、 野 田村 及び 洋 野 町 を いう 。 






































(3) 宿舎 新規 雇用 者 


3 補助 要件 
要綱 第 1 の 知事 が あら か じ め 定 め る 要件 は 、 次 の と お り と する 。 


4 





(1) 宿舎 の 確保 及び 女 司 

















付 決定 を 受け て いな いこ と 。 











(2) 補助 金 の 交付 を 






























































を 居住 させ る た め の 居 住 用 の 家屋 及び 家屋 の 部 分 を いう 。 


E が 働き や すい 職場 環境 整備 を 対象 と し た 岩手 県 が 実施 する 他 の 補助 金 の 交 











請 す る 過去 3 年間 に 補助 金 の 不正 受給 を 行っ た こと が な いこ と 。 
(3) 国税 、 県 税 及 び 市 町 村 税 に 滞納 が な いこ と 。 
(4) 役員 等 (事業 主 が 個人 で ある 場合 に は その 者 を 、 




















lm 


業 主 が 法人 で ある 場合 に は その 役員 又は そ 

















の 支店 若しくは 常時 契約 を 締結 する 権限 を 有する 事務 所 、 事業 所 等 を 代表 する 者 を いう 。) が 、 桑 力 













































































団員 ( 鞭 力 団員 に よる 不当 な 行為 の 防止 等 に 関す る 法律 (平成 3 年 法律 第 77 号 ) 第 2 条 第 6 号 に 規 
定 する 松 力 団員 を い う 。 以下 同じ 。) で な いと 認め られ る こと 又は 暴力 団 ( 同 法 同 条 第 2 号 に 規定 す 
































る 横 力 団 を いう 。) 若しくは 桑 力 団員 と 密接 な 関係 を 有 し て いな いと 認め られ る こと 。 























(5) 職場 環境 改善 事業 に お いて は 、 交 付 申 請 時点 で 女性 従業 員 ( 非 正 規 雇 用 及び 外国 人 技能 実習 生 














を 含む 。) を 2 名 以上 雇用 し 、 か つ 、 いわ て 女性 活躍 企 


第 4 に 掲げ る 「 い わ て 


ッ プ 2 ) 」 の 認定 又は 「 い わ て 子育て に や さ し い 企業 等 」 認 証 制 度 要綱 (平成 19 年 8 月 20 日 制定 

































































業 等 認定 制度 要綱 (平成 29 年 10 月 1 日 制定 ) 






































女性 活躍 認定 企業 (ステ ッ プ 1 ) 」 若しくは 「 い わ て 女性 活躍 認定 企業 (ステ 


















































第 6 条 に 掲げ る 「 い わ て 子育て に や さ し い 企業 等 」 の 認証 を 受け て いる も の 。 


宿舎 の 利用 
































要綱 別表 第 1 の 1 に 掲げ る 宿舎 整備 事業 に より 整備 する 宿舎 に つい て は 、 あ ら か じ め 次 の 各 号 の い 














ずれ か の 類型 に より 整備 
(1 ) 単独 利用 























し 、 利 用 する も の と する 。 




















水産 加工 事業 者 が 、 



































(2) 共同 利用 

















4 ら 宿 舎 を 整備 し 、 そ の 宿舎 を 単独 利用 する も の 。 






































水産 加工 事業 者 が 整備 する 宿舎 を 、 複 数 の 水産 加工 事業 者 に より 共同 利用 する も の 。 











5 雇用 要件 


6 


8 
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(3) 


(1) 


(2) 












































































































































































































































通知 書 (様式 第 4 号 ) ! 














に よ り 当該 市 












































水産 加工 事業 者 の 補助 金 交 付 申 請 








補助 金 
請 す る も の と する 。 











を 
































ノー ニ 


て 行う 
た 額 が 2, 000 万 
4 (2) 
産 加工 事業 者 (以下 
する 全て の 水産 カ 























] を 

















要綱 別表 第 1 に 掲げ る 宿舎 
と いう 。) 及び 宿舎 の 改修 又は 
場合 の 補助 金額 は 、 新 築 等 
超え る 場合 の 補助 金 交付 
に 基づき 宿舎 を 共同 利用 し よう と する 場合 に 
[代表 事業 者 」 と いう 。) を 定め 、 そ の 代表 事業 者 は 、 宿 舎 を 共同 利 


工事 業者 (以下 「 共 同 利用 事業 者 」 と いう 。) と 宿舎 の 利用 








舎 の 新築 、 
中 古 の 宿舎 の 購 






































及び 改修 等 









































































































































し た うえ で 、 桶 肥 
業者 名 、 共 同 利 


3 用 事 半 
業者 毎 の 利用 定員 数 、 宿 



































) 金 の 交付 











を 
名 、 























設置 























関係 する 代表 事業 者 及び 








9 の 








請 額 は 





















































を 受け よう と する 水産 加工 事業 者 は 、7 (2) の 内 示 に 基づき 市 H 


町 村 に 通知 する も の と する 。 








築 又は 新築 の 宿舎 の 購入 (以下 この 項 に お いて 「 新 築 等 」 


人 (以下 この 項 に お いて 多 等 」 と いう 。) を 


= それ ぞ れ 算出 し た 額 を 合算 する 














改修 














も の と し 、 











は 、 


請 す る も の と する 。 な お 、 利 用 契約 等 の 締結 
場所 、 和 宿舎 の 管理 及び 利用 











担 、 契 約 等 の 有効 期間 、 契約 等 締結 年 月 





へ 


























同和 





事業 者 の 代表 者 





プ で 


2 


ジム 


王 皿 


2, 000 万 


























a OS 
あら か 





請 す る も の と 
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じ め 補 助 金 交付 申 』 






































に 関す る 契 
に あたっ て ! 
用 に 関す る 取り 決め 、 
日 等 を 書面 ( 






























































員 が 記名 }# 








する も の と する 。 


「 村 に 対し 補助 金 




















要綱 別表 1 の 新規 雇用 者 は 、 次 の いずれ に も 該当 する 者 と する 。 
(1) 補助 金 の 交付 を 受け よう と する 年 度 の 4 月 1 日 以降 に 雇用 期間 を 開始 する 者 。 
(2) 雇用 に 伴い 岩手 県 内 の 事業 所 に 勤務 する 者 。 
備品 購入 要件 
要綱 別表 1 の 備品 は 、 次 の いずれ に も 該当 する も の と する 。 
(1) 専ら 女性 が 使用 する も の と し 、 明 確 に 女性 専用 で ある こと が わか る も の 。 
(2) 原則 と し て 必要 最小 限 の 人 数 分 で ある こと 。 
(3) 助成 事業 を 完了 し た 年 度 の 翌年 度 か ら 起 和 濾し て 5 年 を 経過 する 日 まで 移転 し な いこ と 。 
事前 協議 
(1) 補助 金 を 受け よう と する 水産 加工 事業 者 は 、 あ ら か じ め 事 業 計画 書 を 市 町 村 に 提出 する も の と 
する 。 
(2) 市 町 村 は 、(1 ) の 事業 計画 を 承認 し 補助 金 の 内 未 を し よう と する 場合 に は 、 あ ら か じ め 事 業 計 
WAS 
(3) 県 は 、(2) の 協議 を 受け た 場合 に お いて 、 内 容 を 審査 し 、 適 当 と 認め た と き は 、 補 助 金 の 内 示 
(様式 第 2 号 ) を 行う 。 
事前 着手 
(1) 水産 加工 事業 者 は 、7 (2) の 内 示 を 受け た 場合 に お いて 補助 金 交 付 決定 (契約 ) 前 に 事業 に 着 
手 し よう と する と き は 、 あ ら か じ め 市 町 村 の 承認 を 受け る も の と する 。 
(2) 市 町 村 は 、 (1 ) の 承認 を し よう と する 場合 に は 、 あらかじめ 事前 着手 承認 協議 書 (様式 第 3 号 ) 
に より 県 に 協議 する も の と する 。 
(3) 県 は 、(2) の 協議 を 受け た 場合 に お いて 、 内 容 を 審査 し 、 適 当 と 認め た と き は 、 事 前 着手 承認 





の 交付 





井 せ 
し 











該 合算 


ずる 。 
青 を する 水 
用 し よう と 
約 等 を 締結 
よ 、 代 表 事 
水産 加工 事 
に 明記 し 、 








ゝ レ 














ーー 


10 市 











J 村 の 補助 金 交付 
市 町 村 は 
か ら 30 日 以 





請 
月 




















NE 

















より 水産 加工 事業 者 か ら 補 助 金 交付 申 





























書 を 受 に 





月 


三山 

















内 に 、 








11 市 























12 補助 金 交 付 決定 の 取消 





県 は 、10 に より 市 
金 を 交付 すべ きも の と 





町 村 に 対す る 補助 金 の 交付 決定 




















し 




























































































































































































し た と き は 、 そ の 
県 に 対し て 補助 金 の 交付 申請 を する こと が で きる 。 























請 を 受 時 じじ だ 











「 村 か ら 補 助 金 交付 申請 書 が 提出 され た 場合 に お いて 、 そ の 内 容 を 審査 し 、 補助 
認め た と き は 、 予 算 の 範囲 内 で 補助 金 の 交付 を 決定 する も の と する 。 














































































































(1) 市 町 村 は 、 補 助 対象 事業 者 が 次 の いずれ か に 該当 する と 認め た 場合 に は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 
を 取り 消す こと が で きる 。 
ア 3(1) か ら (5) ま で に 規定 する 要件 を 欠く に 至っ た と き 
イ この 要領 又は 市 町 村 が 定め る 規定 に 違反 する 行為 が あっ た と き 
ウ 偽り その 他 不 正 な 手段 に より 、 補 助 金 の 交付 の 決定 を 受け た と き 

(2) 県 は 、 補 助 対象 事業 者 に 関し て (1 ) に 掲げ る 事実 が ある と 認め る と き は 、 市町村 に 対し て 、 当 
市 困 村 が 行っ た 袖 明 金 の 交付 の 決定 の 取消 し を 求め る こと が で きる も の と する 。 

(3) 市 町 村 は 、(1) に より 補助 金 の 交付 の 決定 を 取り 消し た と き は 、 速 や か に 県 に 報告 する も の と 
する 。 

(4) 県 は 、(3) に よる 報告 を 受け た と き は 、 補 助 金 の 交付 の 決定 を 変更 し 、 又 は 取り 消す も の と す 
る 。 

13 事業 の 内 容 の 変更 等 

(1) 補助 対象 事業 者 が 事業 の 内 容 を 変更 し 、 又 は 中 止 し 、 若 し く は 廃止 し よう と する と き は 

村 の 定め る と ころ に より 、 あ ら か じ め 市 町 村 の 承認 を 受け る も の と する 。 

(2) 変更 し よう と する 事業 の 内 容 が 事業 費 の 20 パー セン ト 以 内 の 増減 で ある も の に つい て は 、 変 更 


の 承認 を 要 し な いも の と する 。 


14 指示 事項 の 遵守 


(1) 
は 、 
(2) 




















これ に 従わ な けれ ば な ら な い 。 
補 肥 








Ip 








金 の 交付 を 受け よう と する 市 ! 
の 交付 に 関し 必要 な 指示 を し た 場合 


補助 対象 事業 者 は 、 市 町 村 が 事業 報告 を 求め る な ど 補 助 金 の 交付 に 関し 必要 な 指 























「 村 は 


























、 県 が 水産 加工 事業 者 の 事業 報告 を 求め る な ど 補 助 金 





は 、 こ れ に 従わ な けれ ば な ら な い 。 


示 を し た 場合 























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































その 他 参 考 と な る 資料 
































剛 別 表 第 2 の 知事 が 必要 と 認め る 書類 及び 提出 期日 は 、 次 の と お り と する 。 
提出 書 類 提出 部 数 | 提出 期日 
補助 金 交 付 申請 時 
手 事業 費 内 訳書 部 要 健 領 10 の 
補助 事業 に こ 要 する 経費 の 根拠 が 分 か る 書類 部 | と お り 
設計 図書 、 見 積 書 等 の 写し ) 
宿舎 の 位置 区 部 
宿舎 の 写真 (改修 又は 購入 の 場合 ) 部 
その 他 参 考 と な る 資料 部 
9(3) に 該当 する 場合 は 、 利 用 契約 書 等 の 写 意 部 
罰 
変更 (中 止 、 廃止) 承認 申請 時 
変更 (中 止 、 廃 此 ) の 理由 書 意 部 | 要綱 別表 第 
(1 ) の 提出 書類 中 変更 に 係る も の (中 止 、 廃 部 | 2 の と お り 
止 の 場合 は 不要 ) 
(3) 補助 金 請求 時 
ア 事業 費 内 訳書 号 | 1 部 | 事業 完了 後 
イ 事業 者 へ の 補助 金 の 交付 を 証明 する 書類 E 意 |1 部 | 30 日 以内 又 
ウ 契約 書 (建物 工事 請負 、 建 物 売 買 等 ) の 1 部 | は 交付 の 決 
エ 支払 完了 を 証する 書類 の 写し 1 部 | 定 を 受け た 
オ 宿舎 の 平面 区 1 部 | 年 度 の 3 月 
カ 宿舎 の 写真 1 部 | 31 日 の い ず 
キ 宿舎 の 取得 を 証する 書類 の 写し 1 部 | れ か 早い 日 
ク その 他 参 考 と な る 資料 1 肖 
(1) 補助 金 交 付 申 請 時 
ア 事業 費 内 訳書 第 6 号 部 | 要領 10 の 
イ 補助 事業 に 要する 経費 の 根拠 が 分 か る 書類 部 | と お り 
(設計 図書 、 見 積 書 等 の 写し ) 
ウ 事業 所 の 位置 区 部 
エ 事業 所 の 写真 (工事 を 行う 場合 ) 部 
オ 3(5) に 規定 する 制度 の 認定 又は 認証 状況 を 部 
証する 書類 (認定 書 又 は 認証 書 の 写し ) 
※ 認定 又は 認証 申請 中 の 場合 、 申 請書 写し を 
提出 し 、 認 定 又は 認証 後 速やか に 認定 書 又 は 
認証 書 の 写し を 別途 提出 する 。 
その 他 参 考 と な る 資料 
変更 (中 止 、 廃 目 ) 承認 請 時 
変更 (中 止 、 廃止) の 理由 書 任 意 部 | 要綱 別表 第 
(1 ) の 提出 書類 中 変更 こ 係 る も の (中 止 、 廃 部 | 2 の と お り 
止 の 場合 は 不要 ) 
補助 金 請求 時 
事業 費 内 訳書 第 6 号 |1 部 | 事業 完了 後 
事業 者 へ の 補助 金 の 交付 を 証明 する 書 交 任 意 |1 部 | 30 日 以内 又 
契約 書 (建物 工事 請負 、 請 求 書 等 ) の 写し 1 部 | は 交付 の 決 
支払 完了 を 証する 書類 (領収 書 、 金 融 機関 利 1 部 | 定 を 受け た 
] 明 細 書 等 ) の 写し 1 部 | 年 度 の 3 月 
事業 実施 入所 の 平面 図 1 部 | 31 日 の い ず 
事業 所 、 購 入 備品 の 写真 1 部 | れ か 早い 日 











委任 
この 要領 に 定め る も の の ほか 、 要 綱 の 実施 に 関し 必要 な 事項 は 、 知 事 が 別に 定め る 。 















































附 則 

この 要領 は 、 平 成 27 年 3 月 13 日 か ら 施 行 す る 。 
附 則 

この 要領 は 、 平 成 28 年 4 月 1 日 か ら 施行 する 。 
| 旭 

この 要領 は 、 平 成 28 年 5 月 25 日 か ら 施 行 す る 。 








、 平 成 29 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。 
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平成 30 年 4 月 1 日 か ら 施 行 す る 。 


























は 、 平 成 31 年 4 月 1 日 か ら 施 行 する 。 
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この 要領 は 、 令 和 3 年 4 月 1 日 か ら 施行 する 。 





様式 第 1 号 (7 (2) 関 係 


























県 復興 防災 部 復興 さら し 再建 課 総括 課長 
































地域 基幹 産業 人 材 確保 支援 ョ 





事業 計画 協議 書 








市 町 村 事 * 





臣 





廿 qhn 


電 紀 
二 





担当 課長 。 印 











業 費 補助 金 に つい て 、 下 記 の 水産 加工 事業 者 か ら 事 業 計画 書 の 提出 が あ 























っ た の で 、 地 域 基 幹 産業 人 材 確 

















係 書 類 を 添え て 協議 し ます 。 


水産 加工 事業 者 名 
補助 金 交 付 申請 予定 額 











金 
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様式 第 2 号 (7(3) 関係 ) 








市 町 村 事 務 担 当 課 ] 





親 
rg 
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地域 基幹 産業 人 材 確保 支援 3 


E 保 支援 事業 費 補助 金 事 務 取 扱 要領 7 (2) の 規定 に 











記 

















事業 計画 書 ( 剛 助 金 交付 要綱 様式 第 2 5) 
事業 内 訳書 (様式 第 5 号 又 は 第 6 号 ) 








水産 加工 事業 者 か ら 提 出さ れ た 事業 計画 











地域 基幹 産業 人 材 確保 支援 事業 費 補助 金 






































書 の 写し 

































































こ 計 = つ 


づき 、 次 の と お り 関 


(A4) 


半 己 
nn 















































岩手 県 復興 防災 部 復興 さら し 再建 課 総括 課長 印 














な お 、 補 助 金 交 付 申請 書 の 提出 期限 を 年 月 


し ます 。 





業 費 補助 金 の 内 未 に つい て 
に つい て 、 次 の 通り 内 示し ます 。 
日 と 定め た の で 、 適 切 に 処理 する よう お 願い 
















































































市 町 村 補 助 予 定額 
(県 補助 対象 事業 費 ) 














県 補助 金 内 示 額 























(A4) 





様式 第 3 号 (8 (2) 関係 


dh 
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月 






































市 町 村長 氏 名 印 











事前 着手 承認 協議 書 
年 月 日 付け 第 号 で 内 示 を 受け た 地域 基幹 産業 人 材 確保 支援 事業 費 補 助 金 に 
つい て 、 下 記 の 水産 加工 事業 者 か ら 事 業 の 事前 着手 の 承認 の 申請 が あっ た の で 、 地 域 基 幹 産業 人 材 確保 















































































































































































































































支援 事業 費 補助 金 事 務 取 扱 要領 8 (2) の 規定 に 基づき 、 下 記 に より 協議 し ます 。 
記 
1 事業 名 
2 水産 加工 事業 者 所 在 地 
名 称 
3 事業 の 実施 場所 所 在 地 
名 称 
4 事業 費 
5 手 予定 年 月 日 
6 完了 予定 年 月 日 
7 事前 着手 を 必要 と する 理 
(A4) 
様式 第 4 号 (8(3) 関 係 ) 
第 号 
年 月 日 
市 町 村長 様 











EF 
中 
舞 
2 








事前 着手 承認 通知 書 
年 如 日 付け 第 号 で 協議 の あっ た 事前 着手 に つい て は 承認 し た の で 、 地 域 
基幹 産業 人 材 確保 文 援 事業 費 補助 金 事務 取扱 要領 8 (3) の 規定 に より 通知 し ます 。 




































































(A4) 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































様式 第 5 号 (15 関係 ) 
事業 費 内 訳書 
1 水産 加工 事業 者 の 概要 3 宿舎 の 確保 に 要する 経費 
補 | 事業 者 名 称 区 分 費目 金額 (円 ) 備考 
助 | 住所 、 氏 名 
対 | 及び 代表 者 名 補助 対象 
3 SS 事 き 用 
“ 業種 及び 6 小計 
で | 主 な 製造 
| 資本 金 補助 対象 外 
共 | 事業 者 名 称 2 
同 | 住所 、 氏 名 小計 
利 | 及び 代表 者 名 
用 | 業種 及び 
穫 主 な 製造 品目 総 事 業 費 
(※ め 
2 宿舎 確保 事業 の 内 容 4 市 町 村 補 助 金額 
区 分 金額 (円 ) 備考 
ーー 宿舎 整備 用 業 ( 単 3 Bf | 共同 利用 ) ソ 公 - 事 ^ き 
事業 の 西 別 総 事業 費 (A) 
業 の 種別 (整備 棟 数 ) 
補助 対象 事業 費 (B) 
宿舎 の 所 在 地 補助 率 (©) 
事業 期間 補助 限度 額 ①) 
新規 雇用 者 数 (※2) 市 町 村 補 助 金額 
注 水産 加工 事業 者 か ら 提 出 の あっ た 申請 書 や 報告 書 等 の 写し を 添付 する こと 。 
※1 複数 の 水産 加工 事業 者 に より 宿舎 を 共同 整備 する 場合 の 代 業者 に つい て は 、 こ の 欄 に 記載 する こと 。 
※2 共同 利用 事業 者 毎 に 必要 事項 を 記載 する こと ( 欄 が 不足 する 場合 は 別紙 記載 を 可 と する 。) 
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職場 環境 改善 








pi 











様式 第 6 号 (15 関係 ) 



































































































































































































































































































































事業 費 内 訳書 
本 生垣 3 職場 環境 の 整備 に 要する 経 覚 (4) 
a 区 分 費目 金額 (円) 備考 
住所 、 氏 名 
及び 代表 者 名 補助 対象 
業種 及び a 
主 な 製造 品目 
補助 対象 外 
時 事業 費 ルト 
総 事 業 費 
2 職場 環境 整備 事業 の 内 容 4 市 町 村 補 助 金 額 
区 分 金額 (円 ) 備考 
事業 の 実施 場所 総 事 業 費 (⑳) 
補助 対象 事業 費 (B) 
事業 期間 補助 率 (©) 
補助 限度 額 ①) 
邊 2 価 著 規 名 
女性 労働 者 数 ペー ト 箕 名 市 町 村 補 助 金 額 































































































注 水産 加工 事業 者 か ら 提出 の あっ た 申請 書 や 報告 書 等 の 写し を 添付 する こと 。 
※ 欄 内 に 書き きれ な い 場 合 は 別紙 と し て 内 訳 を 添付 する こと 。 





